
   

平成２９年度 第２回足立区区民評価委員会 次第 
 

平成29年4月19日（水） 

午後2時00分～ 

足立区役所 中央館8階特別会議室 

 

 

１ 基本構想のキーワード～協創～について（資料１） 

 

 

 

２ 会議の傍聴等について（資料２） 

 

 

 

３ 今後の開催日程について（資料３） 

 

 

 

４ 分科会の日程および進行の調整について 

 

    



「協創」の推進に向けて
ー⾜⽴区の地域課題解決のためにー

埼玉大学 石阪 督規

資料 １



内容

⾜⽴区の地域課題
⾜⽴区基本構想
「協働」から「協創」へ
「協創」とは…
地域課題解決に向けて



⾜⽴区のボトルネック的課題

【１】治安
【２】学⼒
【３】健康
【４】貧困の連鎖

さらに…今後直面するであろう諸課題
・⽣産年齢⼈⼝の減少
・税収減と扶助費の増加
・区内経済の停滞
・地域コミュニティの衰退



足立区の将来像（あるべき姿）

● あまりお金をかけずに、まちも心も豊かに成長するまち

足立区がこれまで歩み培ってきたまちの豊かさに加え、互いに認めあい、
支えあいながら、誰もが心の豊かさを得ることができ、楽しく暮らせるま
ちを目指します。

● 足立らしい多様なコミュニティと連帯感が生まれるまち

足立区特有の下町コミュニティや昔から続くお祭りなどを大切にしながら、
新たな人を受け入れ、多様な世代が交流できる、緩やかにつながるコミュ
ニティづくりを進めます。

● 生涯にわたって健康でいきいきと活躍できるまち

足立区で暮らす中で心と体の健康が保たれ、生涯にわたって一人ひとりが
力を発揮することにより、足立区の更なる発展を目指します。

● 足立区の魅力をともに育み、積極的に発信していくまち

ネガティブなイメージを払拭するために、誰もが共感できるシンボルを掲
げるとともに、足立区に関わる全ての主体が足立区の魅力や資源を磨き、
育み、積極的にアピールできるまちを目指します。

基本構想審議会 くらし部会でまとめたこと



将来像を設定した根本となる考え方（基本理念）

■心の豊かさ
これからの時代は、一人ひとりの価値観が尊重され、長い人生を豊かに歩めることが
求められています。そのためには、人や地域の温もりに包まれながら、互いに認め合
い、夢や希望の実現に向かって自分らしく生きられることが重要です。

■一体感
区民、行政、企業、大学など、足立区に関わる様々な主体が新たな交流や出会いを通
して、足立区の未来に向けて連携・協力しながら取り組む。そのような一体感や連帯
感を醸成しながら、一人ひとりが力を発揮し、活気と魅力あふれる足立をともにつく
ることが重要です。

■キーワード
お金をかけない幸せ
心の豊かさ
ネガティブなイメージの払拭
自己肯定感
人や地域のぬくもり
様々な主体の協力・連携
区としての一体感



⾜⽴区基本構想 の将来像と「協創」

 「協創」とは、
区内の多様な主体がお互いを認めあい、ゆるやかにつながり⽀えあうことで⼒を発揮する仕組みを⾔う。

 「協創」によって⽣み出される「協創⼒」をもとに、
⼈⼝減少、少⼦・超⾼齢社会などが招く地域課題の克服に必要な「活⼒」や「進化」を増⼤させること
で、区の発展をめざしていく。

区は、
これまでの「協働」に加えて、新たな「協創」における取組みを積極的に支援していく必要がある。

何のために・・・
人口減少、少子・超高齢社会の進展による社会構造の変化に伴い、地域課題はますます複雑化・困
難化してきているため、前基本構想の基本理念である「協働」をより発展させて取組む必要がある。



「協働」から「協創」へ

前基本構想・基本計画における「協働」
地域社会で活動するあらゆる主体が、様々な分野・局面において、知恵を出し合い、お互いを高め
ながら、⼀流の成果を追及するコラボレーション（→「成熟活性型の協働社会」の実現）

道半ばの前基本計画
「協働」が浸透しつつあるものの、多様な担い手がつながり、主体的な活動が活発に展開される状況
には至らず、その実現は道半ば

 「協働」では⾏き届かなかった課題の顕在化
⾏政が主導的な役割を担うことの限界（→個⼈や⺠間が主体的に活動することで、いっそう複雑
化・困難化した地域課題を解決することが急務）



協働+協創にむけて
区基本計画



協創に期待すること、協創につながる素地

協創が機能するための前提条件
①⾃⽴するための⼒
②多様性を受け入れられる寛容な社会

協創社会への期待
①多様な主体が自発的に活動し、ゆるやかにつながる
②地域課題の解決、新たな魅⼒の創出などに象徴される具体的成果
③コーディネーター役、サポート役の⾏政（主役は区⺠）



協働から協創へ

区役所

区民

大学

自治会

NPO
企業

区基本構想



◆ 多様な主体によるつながり

◆ 交流できる仕組み

◆ 地域課題の解決に取り組む場

プラットフォーム

区役所

区民

大学

自治会
ＮＰＯ

企業

協働から協創へ【将来に向けて】



[事例１]みえ県⺠⼒ビジョン（三重県：2012）
 県⺠⼒による「協創」の三重づくり
①アクティブシチズン
ケネディ⼤統領の⾔葉であり、「祖国があなたに何をしてくれるのか考えるのではなく、あなたが祖国に何をで
きるのか考えて欲しい」という就任演説が有名である。税収が増え続ける右肩上がりの社会では⾏政が何
でもやってくれていたが、財政状態も危機的になり、そんな余裕もなくなった。また、東日本大震災でも明ら
かになったとおり、いくら大きな堤防を作っても人の命を守ることは出来なかった。つまり、自分の命を守るため
に、また⼤事な⼈を守るために、⼤事な地域を守るためには、何をしなければならないか、県⺠⼀⼈ひとりが
考えて、⾏動して欲しい。そういう思いをこめている。

②協創ー県⺠⼒の結集
協働という⾏政がよく使う⾔葉があるが、協働とは、⽴場を超えて対等な⽴場で⾏政と住⺠が何かを⾏うこ
とである。「協創」とは「協働した上で成果を創り出すこと」である。この時代、ただコラボレーションするだけで
はなく、新しいものを生み出していかなければならない。

③幸福実感日本一
アリストテレスは「幸せとは⾏為の結果である」と⾔っている。またニーチェは、「機嫌良く過ごすためには、⾃分
が誰かのために役に⽴つこと」だと⾔っている。先⼈の⾔葉からも、幸せになるためには「⾃分で⾏動を起こす
こと」が必要であると⾔っている。アクティブシティズンとして、皆で協創し、誰かの役に⽴つことで、幸福実感
日本一の県にしたいと考えている。



[事例２]ビジネス界の協創
①協創⼒が稼ぐ時代ービジネス思考の日本創生・地方創生（笹谷秀光）
協創⼒とは・・・色々な分野の人々が集まり、連携し、協働で新しい価値を創造する⼒

複雑化する社会課題に真摯に向き合い、社内・社外のさまざまな関係者との連携で気づきを得て、
イノベーションにつなげていくこと

【１】 協 協働のプラットフォーム

【２】 創 共有価値の創造

【３】 ⼒ 学びと発信

産・官・学・⾦・労・⾔による「活動の共通の基盤（プラットフォーム）」づくり

②「日本」の売り方 協創⼒が市場を制す（保井俊之）
協創⼒とは・・・人と人との思いの連鎖を意識して使うこと。そして、⼈と⼈との思いのつながりを駆使
して問題を解決するため、関係するみんなが集まる「場」をつくること。これを活用してみんなで問題
解決をデザインするために⼒を出し合うこと



協創を推進するための区の役割

協創の担い手の発掘、支援・育成
活動、交流の場づくり⽀援
コーディネート、絆づくり支援
庁内の協創推進体制の整備

【協創プラットフォーム（場）】
【協創ガイドライン（指針）】
【協創リーディング（モデル）事業】



①全庁的取り組み
②学校＝プラットフォー
ム
③民間・NPOとの連携



「子どもの貧困対策に貢
献したい企業」と「現場
で活動しているNPO」と

の
マッチング・連携強化



大学×⾜⽴区で何ができるか？

【⾜⽴区区⺠評価報告書（2016）】産学公連携の強化について
【提言（概要）】
産学公連携、⼤学間連携事業が増え、⼤学と企業との共同研究や商品開発、製品化の事例が数多く認められ
た。製造業、情報通信業に加え、菓子製造や小売、サービス業にかかわる事業所との連携は、中小企業が数多く
⽴地する⾜⽴区の地域経済の底上げ、活性化に⼤きく寄与するものと思われる。
今後は、⽂教⼤学を加えた六⼤学それぞれの強み、個性をふまえ、たとえば、大学コンソーシアムの敷設や戦略的
プロジェクトの推進など、区⺠⽣活、区経済にとって有⽤な産学公連携のあり⽅を考えていくことを望みたい。

【区の取組み・考え方】
各⼤学の強みをふまえた産学連携を推進していくことは区内産業の活性化を図る上で重要であると認識しています。
現在、東京電機大学、東京未来大学と連携の成果を挙げているが、今後はその他の区内大学との連携へと拡大
していく必要があります。そのため、各⼤学の担当者と調整を図り、区内企業との仲介⽅法や連携内容等を整理し
ていきます。
また、これまで産学公連携促進事業を進める中で、区内外の⼤学のほか、⾦融機関や産学連携⽀援機関と協
⼒関係を築いてきました。将来的に、これらの機関を含めた産学公⾦の連携体制を構築し、区内企業が多様な
大学と様々な形で連携できる仕組みを確⽴していきます。



事業所のCSR（企業の社会的責任）を評価する仕組みづくり
地域課題解決に積極的に取り組む中小企業を評価
大学が評価の実施、評価基準の策定にかかわる（→横浜市大）

【事例】

さいたま市CSRチャレンジ企業認証制度

横浜型地域貢献企業支援事業

大学×⾜⽴区で何ができるか？



さいたま市CSRチャレンジ企業認証制度

（1）さいたま市による企業PR支援
 市報さいたま、さいたま市プレスリリース、さいたま市ホームページ等による企業名、企業概要、CSR活
動内容等の紹介

 その他、さいたま市が出展する展⽰会・⾒本市での企業紹介

（2）認証企業や市内外のCSR実践企業が集う「さいたま
市CSRコミュニティ」への参加

 コミュニティ限定のCSR経営に関する勉強会（経営者、従業員ともに参加可の予定）を定期的に開
催。また、CSR課題に応じたグループコンサルティングや、企業交流会を開催し、ビジネスマッチング（異
業種交流）機会を提供

 認証を受けることにより、企業の認知度向上や従業員のモチベーションアップが期待でき、CSRを通じた
貴社の経営革新を図ることが可能



足立区区民評価委員会条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、足立区区民評価委員会条例（平成18年足立区条例第１号。以下

「条例」という。）第７条の規定に基づき、足立区区民評価委員会（以下「委員会」

という。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 条例第３条に規定する委員は、次の各号に掲げる者のうちから、区長が委嘱

する。 

(１) 学識経験者 ５人以内 

(２) 20歳以上で、かつ、区内に在住、在勤又は在学する者 12人以内 

（会議） 

第３条 委員会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（会議の公開） 

第４条 委員会及び条例第６条第１項に規定する分科会（以下「委員会等」という。）

の会議は、公開とする。ただし、会長又は分科会長が公開することが適当でないと

認めた場合は、この限りでない。 

（会議録） 

第５条 委員会等は、速やかに会議録を作成し、これを保管しなければならない。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、政策経営部政策経営課において処理する。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 

付 則 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

２ 足立区区民評価委員会条例付則第３項に規定する委員は、第２条第２号に定める
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委員とし、希望する者の中から選出する。当該希望する者が６人を超える場合の選

出方法は、抽選とする。 

付 則（平成23年12月28日規則第66号） 

（施行期日） 

第１条 この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

 



 
 

今後の開催日程について 

 

１０月までの、委員の皆様のご予定、議会報告日程を鑑み、今後の開催日程

を下記のとおりといたします。ご予定いただけますようお願い申し上げます。 

 

 

 日時 対象 内容 

公募委員研修 ５/３１（水） 

13：30～ 

16：00 

公募委員 評価作業の進め方・評価の視

点について 

第３回全体会 ８/２２（火） 

9：30～ 

12：00 

全委員 区民評価委員会報告書案の検

討 

第４回全体会 ９ /１ （ 金 ） 

13：00～ 

15：00 

全委員 第３回で懸案となった事項の

修正、報告書案の承認 

区長答申 ９/８（金） 

15：00～ 

15：30 

田中会長 区長への区民評価結果の報告 

意見交換会 １０/２４（火） 

11：00～ 

12：00 

全委員 経営会議と区民評価委員会と

の意見交換 

行政評価報告会 調整中 全委員 委員会全体及び各分科会から

の報告会 

 

※正式な開催通知は、後日郵送させていただきます。 

何卒、ご協力いただけますようよろしくお願いします。 
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 平成２９年度 足立区区民評価委員会 分科会名簿  

平成２９年４月１９日現在 

分 科 会 名 氏 名 備 考 

会 長 田中 隆一 東京大学 社会科学研究所教授 

ひ と 分 科 会 

（16事業） 

藤後 悦子 東京未来大学 こども心理学部教授 

田島 のぞみ 区民委員 

森泉 孝行 区民委員 

瀬田 章弘 区民委員  ※29年度就任 

くらしと行財政分科会 

（14事業） 

石阪 督規 埼玉大学基盤教育研究センター教授 

矢野 毅 区民委員 

金子 正 区民委員  ※29年度就任 

中島 明子 区民委員  ※29年度就任 

ま ち と 行 財 政 

分 科 会 

（21事業） 

遠藤 薫 東京電機大学 未来科学部特別専任教授 

五十嵐 多江子 区民委員 

三石 美鶴 区民委員 

笠間 美伸 区民委員  ※29年度就任 

一般事務事業見直し 

分 科 会 

（15事業）※予定 

沼尾 波子 東洋大学 国際学部教授 

山﨑 千枝 区民委員 

長谷川 浩一 区民委員  ※29年度就任 

村田 文雄 区民委員  ※29年度就任 
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